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建設コンサルタント業務等請負業者の資格を定める場合の総合点数の算定要領 
 
 
（目的） 
第１ 建設コンサルタント業務等請負業者選定事務処理要領（昭和４５年１２月１０日付け建設省

厚第５０号。以下「選定要領」という。）第２第二号の総合点数の算定については、この要領の

定めるところによるものとする。 
（総合点数） 
第２ 選定要領第２第二号の総合点数は、次の各号に定めるところにより、算定するものとする。 
 一 選定要領第２第二号イに掲げる項目（以下「業種別年間平均実績高」という。）の点数は、

業種別年間平均実績高の金額に応じ、別表１の点数の欄に掲げる点数とする。 
 二 選定要領第２第二号ロに掲げる項目（以下「自己資本額」という。）の点数は、自己資本額

を年間平均実績高で除し、１００を乗じて得た数値（別表２において「自己資本額数値」とい

う。）に応じ、別表２の点数の欄に掲げる点数とする。 
 三 選定要領第２第二号ハに掲げる項目の点数は、別表３の有資格者の欄の左欄に掲げる者の数

に５を、同表の有資格者の欄の右欄に掲げる者の数に２をそれぞれ乗じて得た数値を合計した

数値（別表４において「合計数値」という。）に応じ、別表４の点数の欄に掲げる点数とする。 
 四 選定要領第２第二号ニに掲げる項目（以下「営業年数」という。）の点数は、営業年数に応

じ、別表５の点数の欄に掲げる点数とする。 
 五 総合点数は、次の算式によって計算した値とする。 

算 式 
 ３×A＋B＋５×C＋D 
    この式において A、B、C 及び D は、それぞれ次の値を表すものとする。 
    A 第１号の規定による点数 
    B 第２号の規定による点数 
    C 第３号の規定による点数 
    D 第４号の規定による点数 
 
附 則 
この要領は、平成７年度以降に締結する測量、建設コンサルタント業務、地質調査業務 

及び補償関係コンサルタント業務の請負契約に係る請負業者の選定等に関する事務処理について

適用する。 
 附 則 （平成２５年３月２５日国地契第１０５号） 
 この要領による改正後の建設コンサルタント業務等請負業者の資格を定める場合の総合点数の

算定要領は、平成２５年度以降に締結する契約に関する事務処理について適用する。  



   別表１                別表２          
年間平均実績高 点 数 自己資本額数値 点 数

20 億円以上 30   10 以上 30 

10 億円以上 20 億円未満 25    5 以上 10 未満 20 

 5 億円以上  10 億円未満 20         5 未満 10 

 1 億円以上  5 億円未満 15   

        1 億円未満 10 

 
別表３ 

   



   別表４                別表５          
合計数値 点 数 自己資本額数値 点 数

  110～ 30  35 年以上 30 

   65～109 25  25 年以上 35 年未満 25 

   40～ 64 20  15 年以上 25 年未満 20 

   15～ 39 15   5 年以上 15 年未満 15 

    ～ 14 10        5 年未満 10 

 


